
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

1 事業の成果
令和4(2022)年度は、アフリカ等の貧困問題等に関する啓発・教育事業としては、①教育機関等に
おける講演と、②顧みられない熱帯病アドボカシー事業を継続して実施した。アフリカ等への支援事業

としては、①ガーナにおける職業訓練校建設・運営事業の継続と、②ラオスにおけるフォトコンテスト

を実施した。内外の災害救援活動としては、フィリピンにおける災害支援事業を実施した。その他、持

続可能な開発目標 (SDGs)等に関する広報事業及び関連団体との交流・情報交換事業も継続的に行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【33,611】 千円)

定款に記載

された

事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

持続可能な開

発目標 (SDGs)

等に関する広

報事業

これまでの活動報告

発信、ほか

年間を通 して 東京都 1名 一般市民 約

2,000

名
1,265

アフリカ等の

貧困問題等に

関する啓発・

教育事業

(1)教育機関等

における講演

こうのすコミュニテ

ィ大学における講演

おけがわコミュニテ

ィ大学における講演

(2)顧みられない熱帯

病ア ドボカシー事業

オンラインセミナー

2回

(3)MPJ Youthの 会の

支援事業

2022在「
7月

2023年 1月

年間を通 して

2022年 9月 、
2023年 1月

年間を通 じて

埼玉県

埼玉県

東京

オンライ

ン

東京、

ケニア

1カ
■ 4コ

1名

2名

2名

2名

埼玉県鴻

巣市市民

埼玉県桶

川市市民

一般市民

一般市民

都内の大

学生

約 30名

約 30名

約 50名

約

カ
イコ

約

カ
イコ

300

130

8,281

アフリカ等ヘ

の支援事業

ガーナにおける職業

訓練校建設・運営支援

事業

オンラインセ ミナー

1回

ラオスにおけるフォ

年間を通 して

2022‐生「 8月

2022年 4月 -12

ガーナ共

和国

オンライ

ン

ラオス人

3名

2名

1名

学生、一

般市民

一般市民

小学生

約

5,800

名

約

ル
イコ

200

約 10名

10,504

特定非営利活動法人 SDGs・ プロミス・ジャパン



トコンテス トの開催 月 民民主共

和国

ク
｀`
ローハ
゛
ルな問

題に対する理

解を深めるた

めの派遣 。招

聘事業

令和 4年度は該当事
業なし

アフリカ等の

貧困問題等に

関する調査研

究事業

令和 4年度は該当事
業なし

関連団体との

交流・情報交

換事業

(1) Mlllennium

Promise Alliance:哩

事会参加

(2)JAGntd

運営委員会参加

(3)Uniting to Combat

NTDs理事会参加

年間を通 して

年間を通 して

年間を通 して

オンライ

ン

オンライ

ン

オンライ

ン・イギ

リス

1名

1名

1名

98

内外の

災害救援活動

フィリピンにおける

災害支援事業

2022年 4月 -9

月

フィリピ

ン共和国

2名 一般市民 約
ル
イコ

460

13,463

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【0】 千円)

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千円)

前年度に引き続き、事業開始の為の準備を行っ

た。

∩

Ｖ

前年度に引き続き、イベント等の企画を提案し

,,

∩

Ｖ



書式第 14号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 活動計算書 (その他事業が塾_こ場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活 SDGS・ プロミス・ジ バ ン

非営利活動に係る事業 の
科 目

金   額 小計・合計 金   額 小計・合計
合計

590.000
b90,000 590,000

8.162.182
8,162.182 8,162, 182

9.679.968
9,679,968 9,679,968

671

671 671

5

494,018
494.018 494,018

18.926. 18 926

(1)人件貢
役員報酬

給料手当
法定福利費
通勤費

3,405,000
5,384,680
812,590
397.660

9.999,930 9,999,930

(2)その他経費
プロジェクト費
出張費
諸謝金
通信費
会議費
旅費交通費
消耗品費
地代家賃
水道光熱費
外注費
諸会費
保険料
交際費
広告宣伝費
支払報酬料
支払手数料
新聞図書費
減価償却費
その伸

12,103,710

2,906,769
36,394
253,301
344,165

147,676
166,426
1,261,000

175,060
4,707,900

158,991

111,940
70,479

89,760
400,000
418,783
79,431
166,090
13.518

23,611.393 23,611,393

33.611,323 33,611,323

195,000
053,855
23,480

47,959
馬6 420

1,376,714(1)人件費
役員報酬

給料手当
法定福利費
福利厚生費
通勤費

1,376,714

(2)その他経費
諸謝金

通信費
会議費
旅費交通費
消耗品費
地代家賃
水道光熱費
外注費
諸会費
保険料
交際費
支払報酬料
支払手数料
新聞図書費
減価償却費
その伸

80,000
116,440
2,500

11,314
165,310

539,000
74,164
634,000
143,009

61,267
81,890

506,000
83,914
1,349

12,271

5.850

2,518,278 2,518,278

3 894 3.894.

37 506 31 37 506 31

期 減  額 A B △ 18.579.47 △  18.579,476

当  期 増  減 C D

18.b/9.4△

41.668.446
23_028 97

|



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表
特定非営利活動法人 SDGs・ プロミス・ジャパン

単位 :円
金   額 ノ」ヽ言十 ・ ・合計

1

現金

普通預金

郵便貯金
定期預金

貯蔵品

前払費用

1

2

緊急支援事業特定資産
ア ドボカシー事業特定資産
ガーナ職業訓練校事業特定資産

助成事業返還予定特定資産

保証金

275,831
3,829,935
495,596
172,799
33,110
150,000
3,191

4,960,462

4.960.461

159,519
159,519

5,000,000
12,000,000
74,846,935
320,032
40,000
300.000

92,506,96

92 666_486

【A】 資 産 合 計 ①+② 97,626,948

1

未払金

前受金会費

預 り金
前受助成金等

2

1,496,987
10,000
182,844
72,846,935
1.212

741537,978

74.537.97

74.537,978

正

正

41,668,446
△  18.579.476
23_()88 970

97,626,948

事 業 報 告 用

I

2

「
Ｆ

一
、
こ

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 十 【B-2】
|



【資料Nol-4】

令和4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会)に よ )́て います .

(1)固 定資産の減価償却の方法
什器備品の減価償却は定率法によっています。

(2)重 要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は.期 末日の直物為替相場により円貨に換算し.換算差額は損益として処理 してお ります。

(3)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています .

事業別損益の状況

r十 日 広報争業
啓 発 教 ● kL.1ヽ ,|て遺 招聘

事 業 交換事業
.1・

IIII円 || 管理部門

経常収益

受取会費
受取寄附金

受取助成金等
受取利宮
為替差益

経常収益計
n 経常費用
(1)人 件費
役員報酬

給料手当
法定福利費
福利厚生費
通鉱費
人件費計

(2)そ の他経費
プロジェク ト費
出張費
諸謝金
通信費
会議費
旅費交通費
消耗品費
地代家賃
水道光熱費
外注費
議会費
保険料

交際費
広告宣伝費
支払報酬料
支払手数rl
新聞図書費
減価償却費
その仁

そのL経費計
経常費用計

施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
:茨 当事項はありません .

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)lま以 下の通 りです。
当法人の正味財産は23,088,970円 ですが、期末時点において、使途牛が制約された寄附金等はありません。

災各支援事業寄附金
フィリビン災害支援事業

災害支援事業助成金

南レイラ州リマサワ

',11,■
111.支 ,

建設・運営

る職東訓練ま

支援事業

左記の交付を受けた助成金 10.000.000円 の う
ち.未使用で返還義務のある320.032円 は未払
全として貸借対照表に計上しています ,

左記の交付を受けた助成金72.846.935円 ′)う
ち.未使用の72,846,935円 は前受助成金等とし
て賃借対照表 |こ計上しています

5  固定資産の増減内訳

る形固定資産

投資その他の資産

祭急支援事業特定資産

″―ナ職業訓練校事業特定資産

合計

借入金の増減内訳

該当事項はありません ,

役員及びその近親者との取引の内容
該当事項はありません .

その他特定非営利活動法人の資産、套債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法
各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち 役員報酬 給料二当.法 定福利費.通勤費.通信費.消耗品費.地代家賃.水道光熱費.議 会費
基づき按分 してお ります。

表示方法の変更 (活動計算書 )
前事業年度まで 「その他の収益」に含めていた 「受取利 g」 「為替差益11■ .金額的重要性が増 したため.当 事業年度より独立掲記することとしました .

減価償却費については従事割合 |こ

■極聾Lttll二勤五△_至:墨 _:_12ロ ミス・ジャバン_



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 4年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 SDGs・ プロミス・ジャパン

ま位 :円
金   額 ′」ヽ   言十 合   計

弩 産 の 部

資 産

現金

現金 (日 本円)
現金 (米 ドル )
現金 (ウ ガンダンリング)

現金 (ケニアシリング)
現金 (ガーナセデ ィ)
現金 (フ ィリピンペ ソ)

普通預金
みずほ銀行 普通預金
みずほ銀行 普通預金 (米 ドル )
Stanbic Bank 普通預金 (米 ドル )
Stanbic Bank 普通預金 (ウ ガンダシリング)
郵便貯金

郵便貯金
郵便貯金

総合
当座

定期預金
みずほ銀行 定期預金
貯蔵品
配布用物品
前払費用
地代家賃

仮払金

23,723
28,441
33,025
11,163
51,750
127,729

275,831
4,960,46

588,412
2,630,793
566,837
43,893

3,829,935

275,701
219,895

495,596

172,799
172,799

33,110
33, 110

150,000
150,000

3,191

資産合計 (¬ ) 4,960,462
2 定資産

(1)有形固定資産
什器備品
パソコン

複合機
空気清浄機
プロジェクター

70,260
1

45,915
43,343

159,519
159,519

2)無 形固定資産
(3)投資その他の資産

産

ア カシー

保証金
敷金

5,000,000
92,506,967

12,000,000
74,846,935
320,032
40,000
300.000

晏岸合言十 ・・・ (2 92 666.481

【A】 資 産 合 計 ①+② 97,626,948

可

未払金
職員への未払金
そ 金

源泉徴収税
社会保険
雇用保険

助

ガ ー 建設・運

897,200
599,787

1,496,987
74,537,978

10,000

73,111
70,750
9,483
29,500

182,844

72.846,935
72,846,935

1,212
74 537.978

【B-1】 負 債 合 計 ③十④ 74,537,978

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B― ¬】 23,088,970

|

ハ 蔀― ¬】  日【

2 回足負債
日申色借合計  ・・ ・の



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人SDGs・ プロミス・ジャパン

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
日各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1

′
´｀
ヽ

∪・監事
キタオカ リエコ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日北岡 理恵子

2

/~ヽ

Qジ・監事
ヤスダ ヒサヨ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年   月 日

日年 月安田 尚代

3

/~ヽ

Qジ
・監事

サラヤ シロウ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年 月

月

日

日年更家 史朗

4

/~ヽ
(理事)
ヽ_/
監事

クボ フミアキ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日久保 文明

5

/~ヽ

Q3)・
監事

ドイ マサ ミ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年 月

月

日

日年土井 正己

6

/~ヽ
(理事)
ヽ_ノ
監事

ヨシザキ タツヒコ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日吉崎 達彦

7

/~ヽ

くlfヲ・監事
ヤマモ ト ケイコ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年   月   日

年  月  日山本 恵子

8

/~ヽ
理事・電ラ)

ナカジマ タケハル 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年   月 日

日年 月中島 丈晴

9

/~ヽ
理事・雌ラ

'

ンブヤ コウイチ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日澁谷 耕一



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人SDGs・ プロミス・ジャパン

氏    名

サラヤ株式会社

代表取締役社長
更家 悠介

2

信越化学工業株式会社
代表取締役会長
斉藤 恭彦

3

キッコーマン株式会社
代表取締役会長 CEO
堀切 功章

4
北岡 理恵子

5
尾上 実栄

ρ
０
吉崎 達彦

7
北岡 篤

8 鈴木 秀幸

9
安田 尚代

10
福井 俊彦


